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北九州市 保健福祉局 地域福祉推進課

重層的支援体制

整備事業について
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日本社会や国民生活の変化

2

資料４



地域共生社会
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「地域共生社会」の実現に向けた地域づくりに関するこれまでの経緯
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包括的な支援体制の整備と重層的支援体制整備事業の位置づけ
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地域福祉の推進（法第
4条第2項）

地域生活課題の把握、連携に
よる解決に向けた取り組み

（法第4条第3項）

包括的な支援体制の整備
（法第106条の3）

重層的支援体制整備事業
（法第106条の4）

地域共生社会の実現（法第4条第１項）

重層的支援体制整備事業の全体イメージ
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重層的支援体制整備事業の支援フロー
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重層的支援体制整備事業について（社会福祉法第106条の4第2項）
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3つの取組み 取組みの内容 個別事業名
〈〉は社会福祉法における根拠条項 分野 既存事業

〈〉は根拠法

Ⅰ 横断支援

○4分野の既存の相談支援を一体的に
行う。既存支援では対応できない困難
課題をもつ相談者は、多機関協働事業
につなぎ、同事業者が中心となって当
該案件に対する支援を検討・調整する。

○困難課題を抱えていることにより、
自ら支援を求めることができない人や、
支援に拒否的な人に対しては、アウト
リーチ等支援事業者により継続的な支
援を行う。

包括的相談支援事業
（既存）

〈106条の4第2項1号〉

イ 高齢 地域支援事業交付金の包括的支援事業のうち、地域包括支援センターの運
営〈介護保険法115条の45第2項1－3号〉

ロ 障がい
地域生活支援事業補助金のうち、相談支援事業（基幹相談支援センター等
強化事業＋住宅入居等支援事業）〈障害者総合支援法第77条第1項3号〉
※交付税が措置されている障害者相談支援事業の実施が重層事業の要件であり、上記補助金は
必須ではない。

ハ 子育て 子ども・子育て支援交付金のうち、利用者支援事業〈子ども・子育て支援法第59
条第1号〉

ニ 困窮

生活困窮者自立相談支援事業費等負担金のうち、
自立相談支援事業〈生活困窮者自立支援法第3条第2項〉

生活困窮者自立相談支援事業費等補助金の就労準備等支援事業のうち、福
祉事務所未設置町村による相談支援事業

多機関協働事業（新規）
〈106条の4第2項2号〉 ―

アウトリーチ等を通じた継続
的支援事業（新規）
〈106条の4第2項3号〉

―

Ⅱ 参加支援

○多機関協働事業からつながれた相談
者について、社会参加に向けた支援が
必要かつ、既存の支援制度では対応で
きない場合に、相談者に応じた支援メ
ニューをコーディネートする。

参加支援事業（新規）
〈106条の4第2項4号〉 ―

Ⅲ 地域
づくりに
向けた支援

○4分野の既存の地域づくりに係る取
組みを活かしつつ、世代や属性を超え
て交流できる場を構築し、地域資源の
開発や地域ネットワークの構築等を行
う。

地域づくり事業
（既存）

〈106条の4第2項5号〉

イ 高齢

地域支援事業交付金の一般介護予防事業のうち、地域介護予防活動支援事
業〈介護保険法第115条の45第1項2号〉※国負担の5/100は調整交付金相当分

地域支援事業交付金の包括的支援事業のうち、生活支援体制整備事業〈介護
保険法第115条第2項5号〉

ロ 障がい
地域生活支援事業補助金のうち、地域活動支援センター機能強化事業〈障害
者総合支援法第77条第1項9号〉
※交付税が措置されている地域活動支援センターの基本事業が重層事業の要件であり、上記補
助金は必須ではない

ハ 子育て 子ども・子育て支援交付金のうち、地域子育て支援拠点事業〈子ども・子育て
支援法第59条第9号〉

ニ 困窮
生活困窮者自立相談支援事業費等補助金のその他生活困窮者の自立の促進
を図るために必要な事業のうち、生活困窮者支援等のための地域づくり事
業



包括的相談支援事業とは

9

多機関協働事業とは
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アウトリーチ等を通じた継続的支援事業とは
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参加支援事業とは
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地域づくり事業とは
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支援会議と重層的支援会議の違い
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支援会議（法106条の6）の設置の背景
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支援会議（法106条の6）における守秘義務の適用範囲
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重層的支援体制整備事業への移行準備事業
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北九州市における移行準備事業の内容

実施区

令和５年度 門司区、八幡東区

令和６年度 門司区、八幡東区、八幡西区、戸畑区

実施内容

庁内連携体制の構築
「孤独・孤立対策推進のための庁内関係課長連携会議」など

多機関協働事業

アウトリーチ等を通じた継続的支援
「伴走型支援事業」と「いのちをつなぐネットワーク事業」を実施。
「伴走型支援事業」は業務委託を予定

参加支援
「伴走型支援事業」と一体で業務委託を予定。

予算 １５，５００千円（国補助：3/4）


